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Ⅰ　はじめに
Ⅰ－ 1．首都圏の形成と地域特性
　狭小な衛星都市の多い首都圏の中で横浜市は随一の規模をもつ都市であ
り、そのためまちづくりにおいては市域内で副都心の形成や都市機能の再
配置を行ってきた。また公共施設において階層性をもつ配置を行ない、都
市計画における用途地域制の運用においても抑制的な方針をとるなど空間
形成の志向は中小都市の連担地域とは大きく異なるものとなっている。本
稿はそのような横浜市の政策の結果がどのような空間形成として現れ、首
都圏内の他の郊外地域と比べてどのような評価を受け、地域の発展に資す
るものであったのかの評価を中心に、首都圏全体の空間的拡がりと差異の
特徴を確認しようとするものである。
　横浜市はいうまでもなく幕末の開港以来近代を通して東京の外港として
急速な発展を遂げ旧 6 大都市の 1 つとなった歴史をもつ。中間の川崎市を
含めて京浜工業地帯としての都市化の進展は早く、その意味で東京を中心
とする単純な同心円構造に組み込まれた他の首都圏のエリアとは大きく性
格を異にする。しかしのちの首都圏＝東京大都市圏は関東大震災を契機と
して大きく膨張し京浜地域をも大きく呑み込んでいった。これは職住空間
の分離による都市的生活様式が定着し、その地理的な表出として住宅地の
郊外化が進展し郊外住宅地の需要が一気に広がったことに依るところが大
きい。現在の京浜東北線にあたる桜木町－東京間の電車運転は1915年まで
に始まっていたものの、いわゆる昭和ヒトケタ、正確には昭和11年（1936
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年）までに大宮、高尾、千葉、常磐線松戸までと現在に至る電車運転区間
の骨格が一気に確立したことがそれを象徴している。
　この流れは戦後の経済成長と都市への人口集中による急速な人口増加お
よび生活水準の向上による 1 人あたり住宅面積の増加によってさらに加速
した。そして都市としての東京は23区の範囲に収まることなく 1 都 3 県さ
らには茨城県南部までを呑み込んだ巨大な都市圏を形成した。そのベッド
タウン化の波に呑み込まれるという点では横浜も首都圏の他の地域と同様
であり、東急による多摩田園都市の開発により本稿でのちに述べるように
首都圏の中でもとくに住宅地機能に特化した純粋なベッドタウンを成立さ
せている。横浜市域は東急による沿線開発以外にも港北ニュータウンなど
市全域にわたってさまざまなニュータウン開発が行われ、市内北部はもと
より南部でも東京への鉄道アクセスのよい東海道線沿線などでは比較的遠
距離にもかかわらず東京への通勤者「神奈川都民」がかなりの割合を占め
る住宅地を形成している。そして横浜市にとってはそのようなベッドタウ
ン化の中で市中心部の求心力維持が大きな課題となり六大開発事業を経て
首都圏の中での現在の地位を築いて現在に至っている。
　このような大都市の急速な膨張に対する基礎自治体行政圏の空間的な対
応という視点でみると、1932年（昭和 7 年）のいわゆる大東京市形成、35
区への拡張が最後となりそのまま現在に至る23特別区の領域となっている。
その後1943年には広域行政を念頭に東京都が設置されたものの、戦後の郊
外地域の人口増加に対しては従来の町村がほぼそのまま個別に市政施行を
行なう方向で対応され、結果的に都内に限らず中小の郊外都市が乱立する
こととなった。その中では戦前から広域行政が意識されて1939年までに現
在の市域が成立した横浜市、川崎市は例外といってよい存在である。もち
ろん昭和28～30年頃の昭和の大合併の時期には各地でそれなりの動きはあっ
たものの、その後も中心的地位を確立した都市への周辺町村の合併が個別
にはあっても首都圏という範囲でみると市町村合併は大きな変化というほ
どではなかった。その中で半世紀以上の交渉を経て大宮、与野、浦和の 3
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市が合併しさいたま市となったのは2003年のことであったが埼玉県は全体
を通して狭小な領域の市がきわめて多い。この状況は東京都下の多摩地方
も同様であり、たとえば旧北多摩郡域は1945年時点で23自治体（ 1 市11町
11村）だったものが現在でも17市に収束した程度である。他方千葉県では
1950～60年代を通して中心市への周辺町村の合併が比較的多く40万人以上
の中規模都市がいくつも形成されていった。そして政令市の対象が拡大さ
れ首都圏において千葉市、さいたま市、相模原市が包含されるのはかなり
あとのことである。
　それではこのような行政単位の規模の差はその後の都市発展にどのよう
に影響を与えたのだろうか。首都圏における広域行政の典型となった横浜
市が高度成長期の 6 大事業はじめ、首都圏の他の地域では10数市の規模に
あたる領域に対して多極分散を志向するまちづくりを進めた一方で、実質
的には連担したDIDをもつ首都圏において多数の狭域行政を担う中小規
模の都市成立した地域と比較した際に大都市圏の一部としての空間形成が
どのように異なり、地域の成長にどのような差が現れたかを検証すること
を目指す。
　広域行政の空間的な効果として想定される成果としては各種公共施設の
広域的利用を視野に入れた階層的な配置が可能になることが考えられる。
だがこれは他方で中心－周辺といった階層の固定化およびいっそう促進さ
せてしまう側面もある。他方で狭域行政においては市ごとに公共施設を設
置する非効率が発生する可能性とのトレードオフの解決策は簡単ではない。
狭域自治体の問題を緩和する方策として一部事務組合という制度はあるが
近年でもゴミ処理場問題など地域間対立として表面化してしまう場合がま
まある。本稿ではそのような状況が実際首都圏という空間でどのように形
成され、すべてがその成果ではないにしてもどのような空間的配置計画や
都市形成の効果がその後の都市発展につながったかを現状を把握し、若干
の評価を試みるものである。
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Ⅰ－ 2．社会地図という方法について
　本稿で用いる地図による比較は因子生態学と呼ばれる方法論として1920
年代の社会学におけるシカゴ学派、バージェス等の一連の研究によって開
かれ、その成果としての都市空間の同心円モデルとともに社会学や地理学
に多くの影響を残している。さらに各種社会経済的統計を収集し整理、公
開する意義が社会的に定着し、また多変量解析によるデータ処理の普及、
コンピュータの普及に伴う大規模データセットに対するデータ処理の容易
化、そして表現ツールとしてのGISの普及とともにこのような方法の実現
は容易になった。上記の技術的進歩より時期的には遡るが日本では1970～
80年代にこのような方法が多く取り入れられて田辺（1979）をはじめとし
た計量地理学における多数の研究の蓄積、また都市社会学においては倉沢
進を中心としたチームによって『東京の社会地図』（1986）として結実し、
その後もさまざまな特定のテーマについてこの方法論を基盤とした研究の
蓄積がなされている。
　本稿では以下で首都圏のうち 1 都 3 県の市区町村別の塗り分け地図を提
示しそれを読み解いていく。面で塗り分けた地図はそれぞれ自然分類で濃
淡10段階に塗り分け、図 1 に示すように位置の目安として都県境の他に政
令市（横浜、川崎、相模原、さいたま、千葉各市）の境界と東京都の区市
境界および都心 5 区（千代田、中央、港、渋谷、新宿区）外周を示した。
なお意味をもつ比較のためには指標の正規化の方針が重要であり、その方
向性次第でミスリードを招くおそれも多々あるが、本稿の各図においては
開発強度を意識して面積による正規化（密度）を基本に地図を作成している。
　本稿作成のためには膨大な数の地図を作成したが、その中から都市性、
同心円構造を単純に示すものや逆に地方性を顕著に示して特徴が不明瞭な
ものを除き、大都市圏内での特徴的な傾向を示す地図を拾い出しそれを元
に考えていく。そして都市解析の視点から首都圏郊外の地域間比較を行い、
点として把握可能なさまざまな施設数や密度、面の属性として量的な各種
指数を用いた地域間比較を通し首都圏随一の広域行政体である横浜市と他
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の多くの狭域行政地域との差異を視覚化し、それを通して広域行政の効果
を把握することを目指した。開港以来の積み上げであるヨコハマブランド
の影響および経済基盤があるため単純な比較で行政施策の評価はできない
ものの、広域行政による広い視野からの階層性をもった空間配置体系と都
市計画区域の抑制によるメリハリのある市街地形成の効果をみていくこと
とする。
図1 1都3県および政令市位置図
都心5区＝千代田，中央，港，渋谷，新宿区
図 1　 1都 3県および政令市位置図
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Ⅱ．首都圏の基本的空間構造
　まずは首都圏各地域のポテンシャルを人の動きとしての昼夜間人口比と
土地の評価としての市区町村単位での地価公示最高価格からみる。昼夜間
人口は2015年国勢調査において同調査の定義する方法で通勤通学者を従業
地に再集計して得たものを図 2 aに示す。また図 2 bは2017年地価公示デー
タをもとに市区町村内の最高値によって塗り分けた地図である。いずれも
同じような塗り分けパターンを示し、具体的には都心 5 区を中心にした東
京23区の大きな存在感と、そこから主要交通網に沿っていくつかの方向に
広がる郊外の中でも開発が高度に進んだ方向が現れている。その最大のも
のは南へ川崎、横浜の中心部へ伸びるものであり、その次に西へ、中央線
沿いに広がるもの、その間に東急の東横線、田園都市線沿線を中心にした
地域が目立つ。ただし京浜方面への集積は事業所、勤務地が中心になるの
に対し、中央線や東急沿線は住宅地としての高度な集積であるために集積
の内容がやや異なる。この点は以下でさまざまな地図を示しながら検討す
る際の大きな注目点のひとつとなる。同様に埼玉方面へは京浜東北線、千
葉県方面へは常磐線および総武線沿線が目立つが、このような塗り分けパ
ターンは首都圏の都市化の基本構造を示しておりさまざまな指標を用いて
地図を作成しても多くが同様の地図になる。そのため以下では極力この基
本パターンとは異なる特徴をもつ地図に注目して掲載していくこととする。
Ⅲ．社会地図からみる空間構造
Ⅲ－ 1．課税対象額からみる地域特性
　地域評価の最たるものといえる税収と地価に基づいてみていく。国税庁
東京国税局および関東信越国税局の統計データより地域ポテンシャルを表
象すると思われる各種税収および課税対象情報を地図化して法人所在地と
しておよび居住地としてのポテンシャルを地図化した。なおこの情報は税
務署単位となるので横浜市内であれば 5 つの税務署管轄範囲ごとの情報し
か得られない。税務署の管轄範囲は地域によってかなり異なり、東京23区
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平成27年国勢調査より作成
塗分け単位は市区町村
a）昼夜間人口比（職業分類管理職数／面積）
b）地価公示最高地価額（法人税額／課税対象法人数）
平成27年地価公示資料(国土交通省)より作成
塗分け単位は市区町村
図2 首都圏地域の基本情報図 2　 地域の基本情報
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や大阪市内では基礎自治体より細かい地域もみられるが、多くの地域では
複数自治体にまたがった範囲となるので地図表示にあたり管轄範囲情報よ
り独自の区画データを作成した。その中で法人税、所得税の他、消費税、
酒税に注目し、まず図 3 aには基本情報として面積当たり課税対象所得金
額、図 3 bには面積当たり酒税消費量を示した。前者は一般的な人口密度
分布に加えて所得水準の傾向をよく表している。後者は飲食店分布密度を
反映している。また図 3 cには法人税の地域総額を課税対象法人数で除算
することで平均の法人規模を示した。全体傾向としてはやはり東京の都心
部や横浜市中心部などの一等地に税額の多い大企業が集中している傾向が
確認できる。
　ここではとくに興味深い情報としては所得税関連の基本情報として得ら
れる 4 種別から図 3 dに事業所得、図 3 eに不動産所得、図 3 fに給与所得
それぞれの地域内の個人所得総額に占める割合を地図化し、居住者の平均
所得水準だけでない収入源の特性の地域差をみていく。給与所得率は横浜
市北部から川崎市にかけて極めて高く、千葉県の通勤圏内が全体に高率で
ある。面積当たり給与所得が極めて高いのは横浜市北部および川崎市北部
は給与所得が極めて高い。首都圏内でもとくに住宅地機能に特化し高級住
宅地が集中している地域といえる。他方で面積当たり不動産所得が極めて
高いのは23区では北半分など、給与所得者の多い都心から南西以外の地域
で多いといえる。面積当たり事業所得が極めて高いのは東京都心区を例外
として遠郊、給与所得者の多い実質的大都市圏の外側となる。
　さらに地域の税収基盤を鮮明にすることを意図して地域ごとの主要税額
の比を地図化した。図 3 gには所得税／法人税比を示した。これはオフィ
ス機能と住宅地機能の対比を表現し、住宅地のウエイトが高い地域として
想像のつく範囲、北多摩東部から横浜西部まで南北に広がっていることが
わかる。図 3 hには消費税／法人税比を示す。商業機能とオフィス機能の
対比を表すので都心地域では極めて低い値を示し、郊外拠点とみられる地
域で最も高くなる。図 3 iには酒税消費量／消費税比を地図化した。商業
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a）課税対象所得金額（面積当たり）
平成27年統計情報（東京国税局，関東信越国税局）より作成
塗分け単位は税務署管轄区域
図3 国税情報による地域差3 　国税情報による地域差
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図3 国税情報による地域差
b）酒税消費量（面積当たり）
平成27年統計情報（東京国税局，関東信越国税局）より作成
塗分け単位は税務署管轄区域
c）法人規模（法人税額／課税対象法人数）
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d）事業所得率（事業所得額／個人所得総額）
e）不動産所得率（不動産所得額／個人所得総額）
図 3　国税情報による地域差
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f）給与所得率（給与所得額／個人所得総額）
g）所得税／法人税比
図3 国税情報による地域差
平成27年統計情報（東京国税局，関東信越国税局）より作成
塗分け単位は税務署管轄区域
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h）消費税／法人税比
i）酒税消費量／消費税比
図 3　国税情報による地域差
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機能一般の中での飲食機能の特化状況が把握できる。消費税額は大都市都
心に相当程度の集中がみられるが、酒税対象消費量の高い地域は分散して
おり、比をとることで周辺商業地域のポテンシャルを表す地図となっている。
　
Ⅲ－ 2．都市計画区域の特徴からみるまちづくり方針の差異
　自治体ごとのまちづくりの方針が空間形成に如実に現れる空間現象とし
て都市計画用途地域の指定範囲の傾向と、容積率の総許容量を手掛かりに
みていく。用途地域の指定方針によって開発に供給されるスペースは平面
的にも立体的にもコントロールされていることになり、このことと市場評
価による需要により地価は決まってくることになる。とくに東京都内の北
多摩地域と比べたときに横浜市は市街化区域、住居系区域面積を抑制して
メリハリをつけた開発を志向してきたことが確認できる。
　まずは用途地域の指定傾向を国土数値情報（国土交通省国土政策局国
土情報課）より作成した。まず図 4 aでは市街化区域率を確認した上で図
4 bでは工業系用途地域率（工業専用～準工業地域の総面積／総面積）を、
図 4 cでは住居系用途面積率（低層住居～準住居地域総面積／総面積）を
示した。まず工業系用途地域は首都圏の場合には湾岸部のみに集中し、準
工業地域が23区東部から埼玉県南部にかけて南北の帯状に集中している。
それに対して住居系用途地域は全体として首都圏西半分を中心に都心部を
取り囲むように面積比の高い地域が広がっている。
　もうひとつ図 4 dに用途地域のコンパクトさを示す指標として自治体全
域の総容積率（容積率×面積の総和／総面積）を計算して、用途地域制の
枠組みで許容する土地利用強度の程度を数値化した。これが現時点での
開発強度の最大限度を示すことになる。先に図 2 bに示した地価動向や図
4 aと対比して傾向をみると首都圏全体で比較した際に土地利用需要の程
度とともに自治体の開発方針、開発程度のメリハリの付け方がこれによっ
て明らかになる。横浜市はとくに広大な市域を前提とするとはいえ全体に
これを抑制してスプロール化を抑制することを目指してきたことが地図か
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らも明らかである。
　
Ⅲ－ 3．公共施設密度にみる地域性
　もうひとつ自治体ごとの空間計画が地域体系に影響を与える事例として
公共施設の施設配置と密度の地域差を検証する。さまざまな施設の中から、
ここでは図書館、公共集会施設、公共ホールに着目し分布密度を地図化し
てみていく。公共施設は自治体によって設置方針が異なり、拠点となる大
規模施設を中心部に設置する自治体もあれば小規模施設を全域に数多く設
ける方向性の自治体もあるため正確な比較評価には規模と施設数を掛け合
わせて考える必要がある。公共ホールについては座席数データをもとに自
治体の総量を量的に捉えることができた。
　図 5 aには公共ホールを施設分布については点で示し、塗り分け地図で
は面積当たり総座席数を示した。同様に図 5 bには図書館分布と館数によ
る密度を、図 5 cでは公民館等の公共集会施設の密度を示したが、全体の
傾向として公共施設は東京北多摩地域の狭域自治体において高密度に立地
していることがまず目にとまる。北多摩地域は人口密度も高く歴史的にも
公共施設に関して需要が高いとされる地域でありその通りの状況が示され
たが、自治体ごとに整備が進められたために他地域と比較した際には過剰
ではないかとの懸念も感じられる。公共ホールについては総座席数の情報
が得られたのである程度量的に考えることも可能であるが自治体ごとに供
給量水準にはかなりの差がある。これには含まれない民間ホールも含めて
需給関係が成り立っていることにも留意する必要があろう。
　これら施設密度をみると横浜市は図書館はじめどの種類の施設において
も中心部に大規模拠点施設を集中させる配置計画が読み取れるが、全体と
して人口密度を踏まえて他地域と比較した際に不足感、アクセシビリティ
の悪さがとくに周縁区においては顕著に現れているといえる。
105
後藤　社会地図でみる横浜市まちづくりの成果と首都圏の空間構造―首都圏都市間競争の視点から―
a）市街化区域率（市区町村内の市街化区域面積／総面積）
国土数値情報（国土交通省国土政策局
国土情報課）より作成
塗分け単位は市区町村
b）工業系用途地域率（工業専用～準工業地域総面積／総面積）
図4 都市計画区域による地域差
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c）住居系用途面積率（低層住居～準住居地域総面積／総面積）
d）総容積率（容積率×面積の総和／総面積）
図 4　都市計画区域による地域差
107
後藤　社会地図でみる横浜市まちづくりの成果と首都圏の空間構造―首都圏都市間競争の視点から―
a）公共ホール座席数密度（ホール座席総数／面積）
平成25年度全国公立文化施設名簿
((公社)全国公立文化施設協会)より作成
塗分け単位は市区町村
図5 公共施設分布と密度
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c）公共集会施設密度
平成25年度全国公立文化施設名簿
((公社)全国公立文化施設協会)より作成
塗分け単位は市区町村
b）図書館分布と密度
日本の図書館－統計と名簿－2005年度版
（（社）日本図書館協会）より作成
塗分け単位は市区町村
図 5　公共施設分布と密度
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後藤　社会地図でみる横浜市まちづくりの成果と首都圏の空間構造―首都圏都市間競争の視点から―
Ⅲ－ 4．コーホート人口の視点からみる現在と将来展望
　国勢調査の 5 歳階級人口データをもとにライフステージにおいてターニ
ングポイントとなると思われる年齢層の世代の居住選択傾向の変遷に注目
し、現時点での傾向から将来予測も視野に入れて考察する。1985年以来10
年ごとの 4 時点について 0 ～ 4 歳、20～24歳、40～44歳、60～64歳人口の
構成比を地図化したものの、それらを概観すると1985年と1995年の地図は
ほとんど同じ分布パターンとなった。この頃までは高度成長期に確立した
「住宅すごろく」が機能していたと思われる。よく指摘されるようにバブ
ル崩壊後「住宅すごろく」も崩壊し、いくつかの新しい住宅取得志向が現
れたが近年ではウォーターフロントのタワーマンションに象徴される都心
居住に集約されてきている。その意味で2005年の地図も検証する意義は大
きいのだが、多数の地図を収録するには紙幅の制約があるため、ここでは
1995年と2015年のコーホート人口構成比地図の比較というかたちで話を進
める。
　まず抽出したそれぞれの年齢層を考察する意義を整理する。 0 ～ 4 歳人
口は待機児童問題に象徴される少子化社会の中で地域的に偏在する保育
ニーズは将来予測が難しいこともあってコントロールができない状況にあ
る。この問題をコントロールするには少なくとも現時点の正確な状況把握
とニーズの変動予測（たとえば将来のタワーマンション集中建設地の予測）
を組み合わせた人口予測が必要であるが、確実な推計は難しい。次に20～
24歳人口は地方からの上京者も含めてもっとも居住地移動が多い世代であ
ろう。そのため単にこの世代の現在人口をみるだけで将来人口の予測につ
なげることはできないが、若者世代の居住志向をとらえる指標としての意
味は大きい。40～44歳は従来の研究成果から40歳を目安にマイホームを定
めてそれ以降の居住地移動率はかなり減少するとされていることもありこ
の世代の分布をみることで将来の高齢化の展望が可能になると考えた。最
後に60～64歳人口は次期の国勢調査から高齢者人口に繰り入れられる世代
であり、現時点では現れていない潜在的な近い将来の地域高齢化動向を測
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るのに有効であろうと考えた。
　図 6 aには1995年の総人口比 0 - 4 歳人口率、図 6 bに2015年の総人口
比 0 - 4 歳人口率を示した。以下1995年と2015年を交互に図 6 cと図 6 dで
20-24歳人口率、図 6 eと図 6 fに40-44歳人口率、図 6 gと図 6 hに60-64歳
人口率を示している。対にして比較し対総人口比の変動をみると20年前に
は郊外住宅地で子育てをしていたニューファミリー層が都心回帰した様が
人口全体をみるよりもはるかに鮮明に表現していることが見てとれる。東
京都心を中心に湾岸部に東と南に拡がる地域への集中が何より目立ち、横
浜市北部を例外としてかつて集中していた郊外の代表的ニュータウンの地
盤沈下が顕著である。
　その一方で20～24歳人口率の分布だけはさほど大きな変化はみられない。
東京23区中西部・山手線西側沿線から中央線沿線・北多摩地域にかけては
高度成長期より一貫して地方から上京する若者の受け入れ先として機能し
てきており若者が常に流入しては首都圏各地に住み替えていくという全国
的にみても特異な年齢構成を示す地域であり、住宅すごろくが機能してい
た時期にはそのスタート地点としてその後の年齢やライフステージに応じ
た住み替え行動が現れていた。他の年齢層での居住パターンが大きく変わっ
た21世紀になってもこの若者向け、単身者向けの住宅地機能だけは大きく
変わることなく同様の地域が受け持っている。とはいえ地図の濃淡でわか
るようにかつてと比べると特化の程度が低くなっており若者の居住地が特
定の地域に集中する傾向は薄れてきている。21世紀になって地方からの若
者の流入も減少していると指摘され木造共同住宅の更新も進む中でこの機
能がどのように受け継がれていくかは興味深い点である。
　40～44歳人口率の変遷をみるとこの20年で郊外化していた壮年人口が都
心部も含めて満遍なく分布するパターンに変化したこと、言い換えればか
つての住宅すごろくが崩壊して遠郊部に庭付き一戸建てを求める大きな流
れはなくなり、都心居住あるいはより近郊への移住を志向するパターンに
変化してきていることがまず確認できる。それでも図 6 dと図 6 fのパター
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後藤　社会地図でみる横浜市まちづくりの成果と首都圏の空間構造―首都圏都市間競争の視点から―
a）総人口比0-4歳人口率（1995年）
b）総人口比0-4歳人口率（2015年）
平成27年国勢調査より作成
塗分け単位は市区町村
平成7年国勢調査より作成
塗分け単位は市区町村
図6 コーホート人口率と変動
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c）総人口比20-24歳人口率（1995年）
平成7年国勢調査より作成
塗分け単位は市区町村
d）総人口比20-24歳人口率（2015年）
平成27年国勢調査より作成
塗分け単位は市区町村
図 6　コーホート人口率と変動
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後藤　社会地図でみる横浜市まちづくりの成果と首都圏の空間構造―首都圏都市間競争の視点から―
e）総人口比40-44歳人口率（1995年）
平成7年国勢調査より作成
塗分け単位は市区町村
f）総人口比40-44歳人口率（2015年）
平成27年国勢調査より作成
塗分け単位は市区町村
図6 コーホート人口率と変動
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g）総人口比60-64歳人口率（1995年）
平成7年国勢調査より作成
塗分け単位は市区町村
h）総人口比60-64歳人口率（2015年）
平成27年国勢調査より作成
塗分け単位は市区町村
図 6　コーホート人口率と変動
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後藤　社会地図でみる横浜市まちづくりの成果と首都圏の空間構造―首都圏都市間競争の視点から―
ンは大きく異なっていて20代前半時期に居住していた地域から住み替えが
発生すること自体は変わらないが、図 6 全図の中でも図 6 fは地域間の差
異がもっとも少なくこの世代が満遍なくさまざまな地域に住んでいること
を示しているといえる。
　60～64歳人口率は他の地図とは大きく異なり、20年前には23区北部、南
部などの住工混在地域などに多く住んでいた壮年世代の分布が大きく変化
し、周辺区に多かった壮年層の分布が郊外に広がっていることがわかる。
この世代にはかつての住宅すごろくの結果が残っており、遠郊地域におい
てはまだ今後も高齢者の増加が進むことがわかる結果である。
　また 2 時点に絞った比較対象を20年前とし20歳間隔で 5 歳階級ごとの居
住地分布をみているので、正規化の基準は適切でないものの同一コーホー
トの20年間の居住地分布の変化をみていることにもなる。たとえば図 6 e
と図 6 hを比較することで、2015年現在で60～64歳のコーホート、つまり
1951～1955年生まれのこの20年間の居住地変化を考える資料となる。この
2 枚の地図を比較検討するとやはり40代以降の転居行動はさほど多くなく、
多くの人の定住先の確定つまり将来の人口構成に関わる見通しは40代を目
安にして考えることが可能であると再確認できるといえよう。同様の発想
により図 6 aと図 6 dの比較から1991～1995年生まれコーホートについて
幼少時にはベッドタウン、浦安、印西、横浜市北部への集中が確認でき、
20代前半時点でも地方からの上京者や自立して23区西部を中心とした地域
に移住する者の分布に埋もれながらも、上記の地域への集住状況が継続し
ていることも確認できる。
Ⅳ．居住地選択の社会地図
Ⅳ－ 1．職業による従業地と居住地の分布
　地域単位でマクロに評価するには事業所数よりも産業の従業者総数をみ
るべきであろう。空間データとしては目が粗くなるのはやむを得ないので、
ここでは職業中分類をもとに職場ベースの従業者データと居住地ベースの
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就業者データを対比してみていく。国勢調査の職業分類は産業分類よりも
職種の実態を明確に捉えられる指標とされかつてはホワイトカラー／ブルー
カラーの区分を把握する方法としても注目されたが、職種構成の変化によ
るホワイトカラー下層の増大と雇用形態の変化により正規雇用／非正規雇
用間の格差の方が社会問題として大きくなる中で現在ではこの情報の持つ
意味の扱い方が難しくなってきている部分はある。
　図 7 a～dに職業分類別の従業地分布を、図 8 a～dに居住地分布を示し
たが、まず都心従業地に集中するホワイトカラー諸職に対し、図 7 dのよ
うに生産工程職だけは当然のことながらはっきり従業地分布が他と異なり、
そのために図 8 dに示す居住地分布も異なってくる。高度成長期以降の産
業政策によりオフィスと工場等の現場の分離、そして再配置が進められた
結果であるので自明のことではあるが、首都圏全域でみた際に工場は湾岸
地域への集中以外は遠郊部に分散しており、近年のウォーターフロント再
開発により残存していた工場、倉庫機能までさらに移転が進められて職場
分布の差異がさらに明瞭になったといえる。生産工程職の従業地集積は先
に示した図 4 bの工業系用途地域分布ともまた異なり、労働集約型の工場
が多いとみられる埼玉県東部、神奈県中西部などで目立つ。
　その上でホワイトカラー層の分布については特徴的なものだけを地図と
して掲載したが、従業地については図 7 aにおいて事務職がいわゆる都心
地域・各県の県庁周辺などに集中するのに対し、図 7 bにみられる販売職
は他にも集積地が存在する。町田市から横浜市北西部にかけての集積など
が目立つ。図 7 cの専門職従業地は都心に限らず北多摩地域にも集積がみ
られ、開発拠点がそれなりに集積しているものと思われる。その中でも純
粋なオフィスの集積程度をよく表すと思われる管理職、事務職と開発部門
などの分布にも影響される専門職、そして店舗など販売、サービス現場の
集積を示す販売職、サービス職とでは従業地分布は微妙に異なる。またそ
れぞれの所得水準の差を反映して居住地分布も若干の差異が認められる。
図 8 cの販売職は家賃水準の高い地域を避けて住むものと推測されるが、
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後藤　社会地図でみる横浜市まちづくりの成果と首都圏の空間構造―首都圏都市間競争の視点から―
a）事務職従業者率（管理職従業者数／従業者総数）
b）販売職従業者率（管理職従業者数／従業者総数）
平成27年国勢調査より作成
塗分け単位は市区町村
図7 職業分類別従業率
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c）専門職従業者率（専門職従業者数／従業者総数）
d）生産工程職従業者率（生産工程従業者数／従業者総数）
図 7　職業分類別従業率
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後藤　社会地図でみる横浜市まちづくりの成果と首都圏の空間構造―首都圏都市間競争の視点から―
a）管理職居住者率（管理職就業者数／就業者総数）
b）専門職居住者率（専門職就業者数／就業者総数）
図8 職業分類別就業者居住率
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c）販売職居住者率（販売職就業者数／就業者総数）
d）生産工程職居住者率（生産工程職就業者数／就業者総数）
図 8　職業分類別就業者居住率
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後藤　社会地図でみる横浜市まちづくりの成果と首都圏の空間構造―首都圏都市間競争の視点から―
23区周縁区などへの集住が目立つ。販売職も職住の対比をみるために図
7 bと図 8 cに示したが、ホワイトカラーの中でも従業地、居住地とも微
妙に違いがあり従業地による居住地の制約、住宅地価格による制約が現れ
たとみられる。
Ⅳ－ 2．居住地選好の変遷
　現在40～44歳のコーホートを例に現住所に何年前に転居してきた率が高
いかという切り口でみることで最近 5 年間とその前の 5 年間という単位で
人気が高く転入者が多かった住宅地の変遷がわかる。この世代に限定する
ことで総人口よりも顕著な特徴がみられると考えた。図 9 aには2015年現
在で40～44歳のコーホートのうち現住地への転入時期が 6 -10年前つまり
2005～2009年までに現住地に転入した人の率、図 9 bには同じく転入時期
が 1 － 5 年前つまり2010～2014年までに現住地に転入した人の率を地図化
して示した。
　ここから人気の住宅地の傾向が短期間に大きく変動してきた状況
がつかめる。図 9 aでは23区の各区が軒並み極めて低率なのに対し、
図 9 bでは都区部の都心近傍湾岸地域、ウォーターフロントへの転入
者が急速に伸びていることがわかる。他に図 9 bで色が濃く表れてい
る湘南地域、横浜市北部、千葉県内の総武線沿線、埼玉県内の京浜
東北線沿線、いずれも東京へのアクセスのいい地域に限られている
が、当面は住宅地としての人口構成が安泰な地域といえよう。このような
視点で対象年齢層をより見極めていくことにより将来人口予測をより敏感
に把握する切り口がみつけられるであろう。
　
Ⅳ－ 3．通勤先傾向と日中の住宅地居住者
　東京都心への通勤者率を切り口に日常流動に現れるつながりの強さを確
認し、他方で日中、通勤通学者が流出した後の地域社会の様相に注目する
なかでベッドタウンの現状と差異について考察する。昼夜間人口はすでに
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a）転入後6-10年人口率（40-44歳）
b）転入後1-5年人口率（40-44歳）
平成27年国勢調査より作成
塗分け単位は市区町村
図9 40～44歳に着目した現住所転入時期
図 9　40～44歳に着目した現住所転入時期
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a）都心5区通勤者比（都心5区通勤通学者／通勤通学者）
b）高齢者のいる世帯率
平成27年国勢調査より作成
塗分け単位は市区町村
図10 通勤志向と日中の住宅地事情
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c）幼児のいる世帯率
d）専業主婦のいる世帯率
図10　通勤志向と日中の住宅地事情
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図 2 aに示しているが、通勤先の傾向にもさまざまな特徴がみられる。図
10aに東京の都心 5 区（千代田、中央、港、新宿、渋谷各区）に通勤する
通勤者の率を示した。この指標からは横浜市域は田園都市線沿線に限らず
東海道線沿線などもかなり多い。地域によって東京都心に直結し「〇〇都
民」が多い地域と勤務先の多極分散がみられる地域にわかれ、とくに東急
沿線は距離の割に都心 5 区通勤者の率がきわめて高い特異な日常流動を示
す。このことによる影響は日常の通勤問題のみならず政治志向への反映、
また災害時に向けた帰宅困難者対策の必要性も含め多様な課題の元となる
現象である。また以下の地図分析とも絡めて、このような現時点での都心
通勤志向の強さは近年とどまるところを知らない都心居住志向の強さとつ
ながり、おおきな転居行動の流れとなる可能性も懸念される。
　単なる人口密度だけで今後の動向を推測することは難しいが、世代（コー
ホート）ごとの人口を上下の世代とは切り離してとらえて実数、地図化す
る際にはそれだけの人口密度として表現するとその世代の集中動向の見通
しを立てやすい。総人口中の構成比や首都圏全域での構成比で捉える視点
もあり得るが、複数時点での比較が容易であるのでこの方法をとった。そ
の上で今度は通勤通学者が外出中の日中、地域がどのような状況にあるか
を国勢調査データの別の集計をもとに考えてみる。国勢調査だけでも集計
方法によって得られる情報は異なる。個人単位で考えれば昼間人口、また
老人のみ世帯という集計もあるが、世帯単位のデータを再集計して図10b
に高齢者のいる世帯、図10cに幼児のいる世帯、図10dに専業主婦を念頭
において無業女性のいる世帯の率をそれぞれ示す。専業主婦率と幼児のい
る世帯率は全体的な傾向としては同様のパターンとなった。専業主婦率を
求めるにも基準の設け方により得られる情報は異なる。またそもそも通勤
者には夜勤や不規則勤務も含まれ、休日も勤務先により異なるはずである。
また高齢者や幼児が日中自宅およびその周囲にいるとも想定はできないが、
それらを考慮に入れた上でも一定の地域性を表すものといえよう。
　幼児のいる世帯率をみる限りではじつは2015年現在でも23区内はさほど
126
横浜市立大学論叢人文科学系列　2018年度：Vol.70 No.2・3
高率なわけではない。むしろ埼玉県南部、千葉県西部、神奈川県中央部と
横浜市北部あたりの方が率としては高い。待機児童問題に象徴される年少
人口の偏りは人口構成比そのものではなく以前と比べた場合の急速な需要
増加に原因があるといえるだろう。
　高齢者のいる世帯は率としてみると遠郊部で高く、23区内はじめ図 9 に
現れたような現在人気の住宅地においては相対的に軒並み低い。人口の都
心回帰の際に高齢者世帯が多くとどまって取り残されるようなかたちになっ
ており住宅地としてみたときに首都圏内で大きな分極現象が起きているこ
とが懸念される。専業主婦が多い地域は首都圏の中でも都心の千代田、港
区から南西側に目黒区、そして横浜市青葉区、都筑区といった現在人気の
高い住宅地で顕著であり、所得水準との相関が高いことが想起される。他
には浦安市、印西市といった少し前の時期に人気のあったベッドタウン、
さいたま市内のいくつかの区で目立つ。このデータは生産年齢中の無業女
性という定義になるので子育て世代の専業主婦だけをとらえているわけで
はないことを付記しておく。
　このような昼間人口状況は日中のベッドタウンにおいてコミュニティを
どう成立させるかという重大な課題に密接につながるものであり、昼夜間
人口比だけではわからない地域ごとの状況を国勢調査の中でもさまざまな
データを突きあわせることで実態を浮かび上がらせることが可能になるで
あろう。
Ⅴ．おわりに
　本稿では都市解析の視点から首都圏郊外の地域間比較を行い、密度とし
て面の属性としてとらえられる量的な各種指数を用いた地域間比較を通し
て首都圏内のさまざまな社会経済的属性の地域差を視覚化し、あわせて横
浜市のような広域行政体と多くの狭域行政地域との差異をとらえて広域行
政の効果を把握することを目指した。開港以来の積み上げであるヨコハマ
ブランドの影響および経済基盤があるため単純な比較で行政施策の評価は
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できないものの、広域行政による広い視野からの空間配置、都市計画区域
の抑制によるメリハリのある開発、副都心、公共施設配置の階層性をもっ
た体系がプラスの効果を持っていたとはいえるだろう。
　横浜市北部内陸部は東京都心への通勤率、良好な住宅地としての評価と
ともにきわだつ年少人口率もあり、現時点では極めて評価が高い。ただし
それは住民指向からして都心周辺への人口流出の可能性も秘めるものでも
あり、昨今の人口動向から考えると短期間に急激な特定世代の転出入が起
こり年齢構成のアンバランスが発生する可能性は常に起こり得るため、継
続して世代交代がなされないと急速に高齢化が進むおそれもある。このよ
うな可能性も含めて居住地選択において制約が少ない環境においては自治
体のまちづくり計画のかじ取りはきわめて難しくなっているともいえるだ
ろう。
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